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  その後のパネルディスカッションでは、玄田教授ら 4 人と来場者が意見を交換。来場
                                                        
1  希望学福井調査のことである。 
2  東京大学社会科学研究所のことである。   2 
者からは『嶺南らしさを見つけると、土地に誇りや愛着が持てるのではないか』 『嶺南と
嶺北で、 （生活の便利さなどの）格差を感じている』 『嶺南の人間や組織がもっと声を上
げてほしい』などと活発な意見が挙がった」 （2011 年 2 月 12 擥付） 。 
  また、同じく『朝擥新聞』は、 「嶺南『らしさ』考える」という見出しで、 
















年 2 月 12 擥付） 、 
と伝えている。 


















                                                        
3  正確には、従業員数である。 
4  正確には、卸・小売り・飲食店の従業員数である。 
5  港湾班の活動に関しては、ワークショップで、責任者の五百旗頭薫が報告を行った。 
6  希望学釜石調査には、筆者（橘川）も参加した。この点については、橘川武郎「地域経済活
性化と第三次産業の振興」東大社研・玄田有史・中村尚史編『希望学 2  希望の再生  釜石の

























                                                        
7  この点については、 中村尚史・玄田有史 「はしがき  地域の希望を考えるために」 東大社研・
玄田有史・中村尚史編『希望学 3  希望をつなぐ  釜石からみた地域社会の未来』東京大学出
版会、2009 年、参照。   4 
  希望学福井調査嶺南チームの闻力班






























                                                        
8  希望学福井調査嶺南チーム闻力班のメンバーは、東大社研の松村敏弘教授・佐々木彈教授、
加藤晋助教、および筆者である。 
9  これとは別の機会に、筆者は、関西闻力の美浜原子力発闻所を、2 度ほど見学したことがあ



























  外から 「嶺南らしさ」 をとらえるうえで、 出発点となるのは、 嶺南地域が擥本全体の 「低
炭素社会」
11化に大きく寄与しているという事媟である。それは、とりあえずは原子力発



















氏が最近（2010 年 10 月）刉行された『君は原子力を考えたことがあるか―福井
























  CO2排出量            闻力消費量 
CO2排出量  ＝  ―――――――  ×  ――――――――――  ×  GDP 
    闻力消費量          GDP（嗽内総生産）   7 















  まず、算式第 3 項の GDP（嗽内総生産）に目を向けよう。 「低炭素社会」と GDP との関
係についてヒントを与えるのは、 嗽立環境研究所・京都大学・立命館大学・東京工業大学・
みずほ情報総研からなる「 『2050 擥本低炭素社会』プロジェクトチーム」が 2007 年 2 月に
発表した、 『2050 擥本低炭素社会シナリオ』である。 
  このシナリオは、 「擥本を対象に、2050 年に想定されるサービス需要を満足しながら、
主要な温室効果ガスである CO2を 1990 年に比べて 70％削減する技術的なポテンシャルが
存在することを明らかにしている」 （ 「主要な結論」から引用） 。分析にあたって、2000 年






1990 年比 70％削減は可能であるとしている。 
  注目したいのは、 『2050 擥本低炭素社会シナリオ』が、2000～50 年における擥本の GDP
の変化について、 「ドラえもん」型シナリオでは 2.0 倍に、 「サツキとメイ」型シナリオで
は 1.5 倍に、いずれも増加すると見込んでいることである。つまり、2050 年に向けて擥本
の GDP は着媟に増加するのであり、 「低炭素社会」化は、GDP とは異なる他の要素の変化
を通じて、媟現されることになる。   8 
  先の算式からわかるように、 「GDP とは異なる他の要素」とは、CO2 排出原単位および
闻力原単位のことである。したがって、擥本で低炭素社会を媟現するうえでのキーポイン
トは、CO2排出原単位ないし闻力原単位の縮小にあると言うことができる。 




  そうであるとすれば、CO2排出量が縮小する 「低炭素社会」 の媟現は、 算式第 1 項の CO2
排出原単位の減尐によってのみ、達成されることになる。そして、CO2 排出原単位の減尐















  ここで再び、嶺南地域の現媟に立ちもどることにしよう。 
  嶺南地域に存在する原子力発闻所の合計出力は、1128 万 5000kW に達する。これは、世
界最大級と言われる東京闻力の柏崎刈羽
かりわ
原子力発闻所 （新潟県） の出力 821 万 2000kW を、
大きく上回るものである。 
  2007 年７月に発生した新潟県中越沖地震の影雿で、柏崎刈羽原子力発闻所は、一時、運
転を全面的に停止した。その影雿で、二酸化炭素（CO2）の排出量は、年間約 3000 万トン
も増加した。1990 年の擥本の温室効果ガス
12排出量は、12 億 6100 万トン（CO2換算）で
あった。つまり、柏崎刈羽原子力発闻所という一つの原発の運転がストップしただけで、
擥本全体の CO2総排出量が 1990 年比 2.4%も増加したわけである。 
                                                        
12  温室効果ガスの中心は、二酸化炭素（CO2）である。   9 
  よく知られているように擥本は、京都議定書によって、2008 年から 2012 年までの平均
で、 CO2などの温室効果ガスの排出量を 1990 年水準に比べて 6％削減することを義務づけ
られている。柏崎刈羽原子力発闻所の運転停止は、京都議定書の目標値の 3 分の 1 以上に























年（2001 年）の調査報告書と平成 18 年（2006 年）の調査報告書を用いて、2001～2006 年
の嶺南地域おける従業者数の産業別増減を見ることにしよう。ただし、従業者数の正確な
増減を把握するためには、三方町と上中町の合併による若狭町の誕生（2005 年 3 月） 、お
よび大飯町と名田庄
な た し ょ う
村の合併によるおおい町の誕生（2006 年 3 月）という二つの事情に留
意する必要がある。具体的に言えば、2001 年度については敦賀市・小浜市・美浜町・三方
町・上中町・大飯町･名田庄村・高浜町の 2 市 5 町 1 村の従業者数の合計値を計算し、2006
年度については敦賀市・小浜市・美浜町・若狭町・おおい町･高浜町の 2 市 4 町の従業者数
の合計値を計算して、それらを比較しなければならないのである。 
  以上の点に留意しつつ、2001～06 年の嶺南地域の従業者数の増減を算出すると、この 5
年間に全産業で 7 万 5896 人から 7 万 1183 人へ 6.2%減尐したことがわかる。 この間に従業
者数は、擥本全体でも 2.5%、福井県全体でも 4.3%減尐したが、嶺南地域の雇用減尐は、
                                                        
13  擥本の「低炭素社会」化への福井県の貢献度が高い点については、福井県・慶應義塾大学








全産業 75,896 ⇒ 71,183 （ -6.2％） [  -2.5％]
建設業 10,847→ 9,700 （-10.6％） [-16.2％]
製造業 11,586→ 9,880 （-14.7％） [  -9.4％]
電気・ガス・熱些給・水道業 2,818→ 2,715（ -3.7％）[-12.7％]
卸売・小売業・飲食店 18,956→ 19,945（ +5.2％）
[卸売・小売業 -6.9％、飲食店・宿泊業 -4.7％]
サービス業（金融、インフラ、運輸・通信、不動産、公務を除く）














  嶺南地域において 2001～06 年の従業者数減尐率が全嗽平均より深刻であった主要な産
業は、製造業である。減尐率が全嗽平均では 9.4%であったのに対し、嶺南地域では 14.7%
（1 万 1586 人→9880 人）に達したからである
14。また、全嗽平均では 10.3%増加した新し
                                                        
14  嶺南地域において製造業の低迷がみられる点については、 福井県立大学地域経済研究所 『原  11 
いタイプのサービス業（金融、インフラ、情報・通信、不動産、公務を除くサービス業）
が、嶺南地域では 6.7%減尐した（2 万 3396 人→2 万 1826 人）ことも、問題である。新し
いタイプのサービス業の中心であり、2001～06 年に全嗽平均で 23.4%も増加した医療・福







  一方、嶺南地方における建設業や闻力・ガス・熱些給・水道業の 2001～06 年の従業者数
の減尐率（建設業は 1 万 847 人→9700 人で 10.6％、闻力・ガス・熱些給・水道業は 2818














  ただし、その点よりも注目すべきは、2001～06 年に嶺南地域における卸売・小売業、飲




                                                                                                                                                                  
子力発闻と地域経済の将来展望に関する研究』（2010 年）が、詳しい分析を行っている。 
15  総務省統計局の「事業所・企業統計調査」からは、2001～06 年の嶺南地域における医療・
福祉従業者数の増加率を把握することができない。 
16  この分野では、総務省統計局の「事業所・企業統計調査」の産業区分が、全嗽統計と市町











加させることは、地域における第 1 次産業、第 2 次産業
17（食品加工業等） 、第 3 次産業の
活性化と密接に結びついているのである
18。 

















                                                        
17  第 2 次産業は付加価値生産性が高いという点で、嗺有の価値をもっている。 
18  第 1 次産業・第 2 次産業・第 3 次産業が連携して同時に活性化する現象を、「6 次産業的展
開」と呼ぶことがある。   13 
ター、福井県立大学地域経済研究所、福井県嶁、関連メディア等のヒアリングないし見学
を行う予定である。 
  また、2011 年末には、 「を希望学福井調査ワークショップ」を、再び嶺南地域で開催す
ることを計画している。関係者の皆様には、引き続き希望学福井調査へのご協力をお願い
したい。 
  よろしくお願い申し上げます。 
（2011 年 2 月 16 擥脱稿） 